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資料　近代日本での主な災害・事故と呈された課題および制度改正

○　この間の主な大規模災害・事故

　　(註)　おおむね明治以降の災害、事故などを抽出した。見方によってはまだ拾えていない災害や事故等もあると思われる。今後の補遺に期待したい。作成にあたり、『災害対策全書①災害概論』（編集・発行／ひょうご震災記念21世紀研究機構災害対策全書編集企画委員会、発行／ぎょうせい）の第６章「世界と日本の災害年表」などを参考にした。同全書は４巻構成で緻密な章立てがなされており、参考に値するところが多い。

　　(註)　今日時点から顧みて、関連するであろう法律等を中心に選びだした。先の災害・事故の年表と重ね合わせると、今日の関係法律が意外な災害等を起因とすることが想像できる。逆に言えば体系的な災害対策というよりも、必要に応じて立法化してきた経緯をうかがわせるものがある。この部分も今後の補遺を期待したい。

	年
	主な災害・事故など
	法律の公布など
	その他特記事項

	1871年
	９月12日
	函館市で「切見世火事」発生、焼失1,123戸
	県治条例付則「窮民一時救済規則」（太政官達623号）
	

	1872年
	２月26日

３月14日
	東京で「祝田橋大火」発生、焼失4,879戸

鳥取県西部で「浜田地震」、津波、火災、山崩れ等で死者・行方不明804人、全壊5,796戸、焼失230戸、山崩れ6,597カ所
	
	

	1873年
	
	
	
	内務省設置

	1874年
	
	
	「恤救規則」（太政官布告162号、1932年の救護法施行まで機能）
	

	1875年
	
	
	「窮民一時救助規則｣（太政官達122号）
	内務省に東京気象台を設置

	1877年
	
	
	凶歳租税延納規則（太政官布告36号）
	

	1879年


	12月６日

12月16日
	函館で「函館大火」、焼失2,326戸

東京日本橋から出火、焼失10,613戸
	
	

	1880年
	
	
	備荒備蓄法（被災した窮民に食料、小屋掛料、種穀料などを支給し、地租を納入できないものに税額を補助し、あるいは貸与する、という趣旨)
	地震学会発足

	1881年
	１月26日
	東京神田から出火、焼失10,637戸
	
	

	1882年
	
	
	戒厳令（太政官布告36号）
	

	1883年
	
	
	
	天気図作成

	1884年
	８月25日
	台風と関連する高潮が九州西岸へ、四国・関東を含めて死者1,992人、倒壊43,894戸、船舶被害620隻
	
	

	1885年
	６月15日
	梅雨前線による豪雨、関西・関東で被災、淀川が決壊し中之島水没、流失1,600戸、浸水71,200戸、被災者276,000人
	
	

	1888年
	７月15日
	福島県の磐梯山が噴火・水蒸気爆発、山崩れ・降灰などで５村11集落が埋没、死者478人、埋没166戸、被災563戸
	市制町村制
	

	1889年
	８月19日
	台風による集中豪雨で奈良県十津川大水害、山崩れ、せき止め湖の決壊などふくめて死者1,496人、流失356戸
	
	

	1890年
	
	
	水利組合条例
	

	1891年
	10月28日
	岐阜県の西部で濃尾地震、岐阜や大垣で火災発生、山崩れ10,224カ所、死者7,273人、負傷者17,175人、全壊戸数142,177戸、半壊戸数80,324、一部損壊戸数324戸、全焼戸数4,204戸、被災者は217万人超
	
	

	1892年
	
	
	
	震災予防調査会設置（地震学会の引き継ぎ）

	1894年
	10月22日
	山形・庄内地震、酒田で大火発生、死者・行方不明726人、負傷者987人、全壊3,858戸、半壊2,397戸、焼失2,148棟（うち酒田では焼失1,747棟）
	消防組規則
	

	1896年
	６月15日

８月31日
	明治三陸地震津波の発生、北海道から男鹿半島の間で大津波、津波による死者22,066人、震災を含めて死者は26,360人、船舶被害は約7,000隻

秋田県東部で陸羽地震発生、横手盆地を中心に被害集中、横手盆地の５村の７割が全・半壊
	河川法
	

	1897年
	
	
	砂防法・森林法

伝染病予防対策法
	東京気象台が中央気象台として発足

	1899年
	
	
	罹災救助基金法

行旅病人及行旅死亡人取扱法

水難救護法

災害準備金特別会計法
	

	1900年
	
	
	行政執行法
	

	1907年
	８月25日
	函館市で大火発生、焼失12,390戸
	
	

	1908年
	
	
	水害予防組合法
	

	1909年
	３月31日
	大阪市で「北の大火」発生、焼失11,365戸
	
	

	1911年
	
	
	府県災害土木費国庫補助に関する法律
	浅間山観測所設置

	1912年
	４月９日
	東京の吉原で大火、焼失6,189戸
	
	

	1917年
	５月22日
	山形県で米沢大火、焼失332棟、被災者10,464人
	
	

	1919年
	４月14日
	函館大火、焼失1,763戸
	市街地建築物法

都市計画法（旧法）
	

	1921年
	４月14日
	函館で大火、焼失2,141戸、被災者10,000人
	借地法・借家法

公有水面埋立法
	

	1923年
	９月１日
	関東大震災の発生、津波、火災などもあいつぐ、焼失面積47㎢、死者105,385人、負傷者103,760人、全壊109,713戸、半壊102,773戸、焼失212,353戸、流失868戸などを記録、被災者は200万人を超える。震災による混乱の中で被災地では朝鮮人への虐殺事件相次ぐ、その規模も発生箇所にもよるが数百人から数千人に及ぶ惨劇をみた。帝国憲法第８条のいわゆる戒厳令の施行
	
	

	1924年
	
	
	市街地建築物法（改正）
	新聞に天気図を掲載

	1925年
	５月23日
	兵庫県で但馬地震の発生、死者428人、負傷者1,016人、全壊1,295戸、半壊2,180戸、焼失2,328戸、円山川流域を中心とする被害
	
	ラジオで天気予報開始

東京帝国大学に地震観測所の設置

	1927年
	３月７日
	京都府北部で北丹後地震発生、死者2,925人、負傷者7,839人、全壊12,584戸、焼失6,500戸超
	
	

	1929年
	
	
	
	現地震学会発足

	1933年
	３月３日
	昭和三陸地震・津波・火災の発生、死者1,522人、行方不明1,542人、負傷者1,096人、流失4,034戸、焼失216戸、浸水4,018戸、船舶被害8,071隻、当時の田老村のほとんどが流失
	宮城県が海嘯（かいしょう）罹災地建築取締規則（津波被害の恐れのある地域での住宅建設を制限する内容）
	昭和三陸地震津波に対応

	1934年
	３月21日

９月20日
	函館で函館大火、市街地３分の１焼失、死者2,054人、負傷者9,485人、焼失22,667戸、大火から逃れようとして海に飛び込み溺死971人、凍死217人

室戸台風が阪神地方・北陸地方・北海道へ、死者2,702人、行方不明334人、負傷者14,994人、全・半壊92,740棟、床上浸水225,948戸、船舶被害27,594隻
	
	

	1937年
	
	
	保健所法

森林国営保険
	

	1939年
	
	
	警防団令
	

	1940年
	
	
	
	地方分与税制度発足

	1941年
	
	
	
	北海道帝国大学に低温科学研究所設置

	1942年
	８月27日
	周防灘台風で高潮発生、九州、山口県、近畿などに被害集中、死者891人、行方不明267人、負傷者1,438人、全・半壊102,347戸、浸水132,204戸、船舶被害3,936隻
	
	

	1943年
	９月10日
	鳥取県の東部で鳥取地震発生、死者1,083人、負傷者3,259人、全壊7,485戸、半壊6,158戸、焼失251戸
	
	

	1945年
	10月９日
	鹿児島県で阿久根台風による風水害発生、鹿児島県に上陸したが九州から中国地方まで被害は及び、兵庫県の被害が最大。死者377人、行方不明74人、負傷者202人、全・半壊6,181棟、流失1,312棟、浸水174,146棟
	国土総合開発法

建築基準法


	運輸省に中央気象台を移す

ラジオで天気予報復活

	1946年
	12月21日
	紀伊半島沖で昭和南海地震発生、津波と液状化さらには火災を伴う被害は広範囲に、死者1,330人、行方不明113人、負傷者3,842人、全壊11,591棟、半壊23,487棟、流失1,451棟、焼失2,598棟、浸水33,093棟、船舶被害2,349隻
	罹災都市借地借家臨時処理法

生活保護法

森林災害補償法
	気象台研究所設置

警察制度審議会が消防組織の警察からの分離を答申

	1947年
	４月20日

４月29日

９月14日
	長野県飯田市で飯田市大火の発生、市街地中心部の７割が焼失した大火、焼失3,742棟、焼失面積481,985㎡、被災者17,778人、死者・行方不明者３人

茨城県で那珂湊大火の発生、被災1,210戸、焼失面積80,451㎡

カスリーン台風による利根川・荒川の決壊、死者1,077人、行方不明853人、負傷者1,547人、全・半壊9,298棟、流失3,997棟、浸水384,743棟、被災者164万人超
	日本国憲法・地方自治法

災害救助法

農業災害補償法

警察法

消防組織法

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律
	内務省警保局に消防課設置

1944年東南海地震、1945年三河地震、1946年南海地震に対応

内務省廃止

消防に予防行政取り入れ



	1948年
	６月28日
	福井地震の発生、地震等の死者3,769人、負傷者22,203人、全壊36,184棟、半壊11,816棟、焼失3,851棟、この地震の１ヶ月後に豪雨被害も重なり、河川の氾濫から28,800棟流出、浸水
	海上保安庁法

墓地埋葬等に関する法律

地方財政法

温泉法

警察官職務執行法

消防法

医療法

消費生活協同組合法
	内務省の地方財政分野を地方財政委員会として発足

国家公安委員会に国家消防庁設置



	1949年
	２月20日

８月31日
	秋田県で能代大火発生、死者３人、負傷者265人、被災者8,700人、焼失面積210,411㎡

キティ台風が神奈川県に上陸、東京から新潟へ高潮被害、河川氾濫などで死者135人、行方不明25人、負傷者479人、全・半壊17,203棟、流失685棟、浸水等144,060棟、船舶被害2,907隻
	「常設消防力の設備基準」

消防水利の基準

都道府県災害土木費国庫負担に関する法律

水防法

土地改良法

死体解剖保存法
	地方自治庁の設置（地方財政委員会廃止）

1947年のキャスリン台風、1948年のアイオン台風に対応

	1950年
	４月13日

９月２日
	静岡県で熱海大火の発生、市役所をはじめ警察署、消防署などの官公署も焼失、約1,000戸被災、被災者10,000人超、焼失面積101,096㎡

徳島県にジェーン台風上陸、その後神戸から日本海へ、死者336人、行方不明172人、負傷者10,930人、全・半壊56,131棟、流失2,069棟、浸水等166,605棟、船舶被害2,752隻
	消防法（改正）

建築基準法

国土総合開発法

地方交付税法

港湾法

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

地方税法

採石法

地方公務員法
	消防職員の立入調査権確立など

福井地震の建物の倒壊率の高さから制定に

地方分与税制度の終焉



	1951年


	10月13日


	鹿児島県にルース台風が上陸、中国地方を抜け被害は全国化、死者572人、行方不明371人、負傷者2,644人、全・半壊221,118棟、流失3,178棟、浸水等138,273棟、船舶被害は9,596隻
	地方公務員法

消防組織法（改正）

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

森林法

公営住宅法

土地収用法
	市町村は消防機関の全部または一部を義務設置とされる

京都大学に防災研究所の設置

	1952年
	４月17日
	鳥取県で鳥取大火の発生、折からの強風で鳥取市の３分の２を焼失、死者３人、負傷者362人、焼損7,240棟、罹災者24,000人、焼失面積449,295㎡、山林焼失50㌶
	漁船損害等保障法

耐火建築促進法

気象業務法

農地法

破壊活動防止法

警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律

保安庁法

電源開発促進法

日本赤十字社法

地方公営企業法
	自治庁設置



	1953年
	
	
	消防用施設強化促進法

鉄道軌道整備法

公立学校施設災害復旧費国庫負担法
	テレビで天気予報開始

	1954年
	３月１日

９月26日
	第五福竜丸ビキニ水爆実験被曝

台風15号洞爺丸台風で洞爺丸遭難、死者1,361人、行方不明者1,361人、負傷者1,601人、全・半壊270,542戸、流失391戸、船舶被害5,581隻
	ガス事業法

土地区画整理法

警察法

自衛隊法


	地方交付税制度発足

都道府県警察に一元化、災害時の救護の明文の規定はない

災害時の府県知事からの派遣要請の規定あり

	1955年
	
	
	天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法の制定

原子力基本法

原子力委員会及び原子力安全委員会設置法
	電話での天気予報の開始

	1956年
	３月20日

８月18日
	秋田県で能代市大火の発生。負傷者66人、焼損等1,475戸、被災者6,087人に、焼失面積178,933㎡

秋田県で大館市大火の発生、折からの強風もあって焼損1,344戸、焼失面積22万㎡、被災者は3,766人
	科学技術法設置法

原子力研究所法

原子力燃料公社法

都市公園法

海岸法

消防団員等公務災害補償共済基金法

罹災都市借地借家臨時処理法（改正）
	中央気象台が運輸省の外局となり気象庁に改称

	1957年
	４月頃
	インフルエンザの流行、国内で300万人が感染し、その死者約１万人
	
	

	1958年
	
	
	地すべり等防止法

台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法
	1957年の諫早豪雨災害に対応

	1959年
	９月26日
	伊勢湾台風による高潮、河川氾濫などで死者4,697人、行方不明401人、負傷者38,921人、全・半壊・流失153,890棟、浸水363,611棟、船舶被害7,576隻、被災者153万人 
	消防組織法（一部改正）
	消防大学校、消防研究所設置など、都道府県に消防学校設置義務

	1960年
	
	
	治山治水緊急措置法

住宅地区改良法
	自治省設置

消防庁発足（自治省の内局）

	1961年
	９月15日
	第２室戸台風が四国、阪神間、北陸を通過、死者194人、行方不明８人、負傷者4,972人、全・半壊499,444戸、浸水384,120戸、船舶被害2,540隻
	原子力災害の賠償に関する法律

原子力損害賠償契約に関する法律

宅地造成等規制法

災害対策基本法
	防災の日の創設

1959年の伊勢湾台風の被災への対応、「改良復旧主義」への配慮がうかがえる法律

	1962年
	５月３日
	国鉄で三河島事故の発生、死者161人、負傷者296人
	激甚災害に対処するための特別の財政援助に関する法律

豪雪地帯対策特別措置法

建物の区分所有等に関する法律

建築物用地下水の採取規則に関する法律
	1959年発生の伊勢湾台風災害等に対応、国の補助率標準化図る

1961年冬期の豪雪被害をうけて雪害防止と地域振興を図る

	1963年
	11月９日
	福岡県の三井三池炭鉱三川坑で炭塵爆発、死者458人、一酸化中毒患者839人
	共同溝の整備等に関する特別措置法

消防法（一部改正）
	防災基本計画策定

救急業務の法制化など

	1964年


	６月16日


	新潟県沖で新潟地震の発生、津波被害も日本海沿岸に波及、死者26人、負傷者447人、全壊1,960棟、半壊6,640棟、焼失290棟、浸水等15,297棟、そのほか道路・橋梁に被害が拡大、液状化、住宅の倒壊もあり
	漁業災害補償法

森林・林業基本法

新河川法
	

	1965年
	１月11日
	東京都大島町で大火発生、焼失家屋584棟、焼失面積165,000㎡
	山村振興法
	地震予知計画の開始

	1966年
	
	
	地震保険に関する法律

地震再保険特別会計法
	1964年新潟地震に対応、火災保険でカバーできなかった点を法制化

	1967年
	10月29日
	山形県で酒田市の大火発生、死者１人、焼損1,774棟
	住民基本台帳法

地方公務員災害補償法

公害対策基本法

液化石油ガスの確保及び取引の適正化に関する法
	

	1968年
	
	
	砂利採取法

大気汚染防止法

騒音規制法

新都市計画法
	

	1969年
	
	
	都市開発法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

農村振興地域の整備に関する法
	1967年の兵庫・広島の豪雨災害に対応

	1970年
	４月８日
	大阪市地下鉄工事現場で都市ガスの爆発事故発生、死者79人、負傷者425人
	海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法津

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
	消防審議会が「東京地方（関東地方南部）における大震災対策について」答申

	1971年
	
	
	建築基準法（改正）
	1968年の十勝沖地震に対応

	1972年
	５月13日
	大阪市の千日デパートで火災発生、客やデパート従業員118人死亡、負傷者は81人（複合ビルでの火災として特徴的な被災）
	防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置法

石油パイプライン事業法
	1972年発生の熊本、高知の豪雨災害に対応

	1973年
	11月29日
	熊本市の大洋デパートで火災発生、13階建てのデパートの３階以上を全焼し、客や従業員ら103人死亡、負傷者は124人
	活動火山周辺地域における避難施設の整備等に関する法律（活動火山対策特別措置法）

災害弔慰金の支給等に関する法律（災害弔慰金支給法）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
	1967年の羽越災害に対応、災害弔慰金制度の始まり

	1974年
	11月９日
	東京湾でＬＰＧタンカーの衝突炎上事故発生、死者33人
	電源開発促進法
	火山噴火予知計画始まる

	1975年
	
	
	石油コンビナート等災害防止法
	

	1976年
	10月29日
	山形県酒田市で酒田大火発生、死者１人、負傷者1,003人、焼失1,774棟、被災者3,300人、焼失面積152,105㎡
	振動規制法
	

	1978年
	６月12日
	宮城県沖地震発生、死者28人、負傷者1,325人、全壊1,183棟、半壊等5,574棟、このほか山崩れ被害529カ所、道路損壊888カ所、通信施設被害2,687件
	大規模地震対策特別措置法（大震法）
	1976年頃からの東海地震説の関係が対応

	1979年
	３月28日
	アメリカスリーマイル島原発事故発生、炉心溶融起こす。周辺住民10万人以上が避難
	
	東海地震防災基本計画策定

	1980年
	８月16日
	静岡駅前のゴールデン街でガス爆発事故発生、死者15人、負傷者223人
	地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に関する国の財政上の特別措置に関する法律（地震財特法）
	

	
	12月から２月
	北陸・東北地方で56豪雪発生、死者・行方不明103人、負傷者1,305人、全・半壊5,819棟、浸水5,553棟、船舶被害1,269隻
	
	

	1981年
	10月16日
	北海道の北炭夕張新炭鉱でガス突出事故の発生、死者44人、坑内でガスに引火し59人の安否確認できないまま注水
	建築基準法（一部改正）

新耐震設計法
	1978年発生の宮城県沖地震に対応

震度５が不可抗力か否かが民事訴訟で問われた背景を受けた

	1983年
	５月26日
	秋田県沖で日本海中部地震発生、津波は韓国へもおよぶ、死者104人、負傷者163人、全壊934棟、半壊2,115棟、流失52棟、死者のほとんどは津波によるもの
	
	

	1986年
	４月26日
	旧ソ連ウクライナのチェルノブイリ原子力発電所４号機が爆発、事故処理に当たった作業員のうち急性放射線障害等で死者28人、20万㎢が放射線で汚染、発達途上の子どもたちに甲状腺癌などが発生、発電所の半径30㎞圏内を立ち退き区域とし135,000人が立ち退き、約33万人以上が移住したと伝えられる、今日でも放射線の被災の影響が出る
	
	

	1988年
	
	
	多極分散型国土形成促進法
	

	1991年


	６月３日


	長崎県雲仙普賢岳噴火で大規模火砕流発生、火砕流は６月３日、８日、９月15日にも発生、死者44人、負傷者12人、建物被害2,511棟、焼失820棟、166,718人が避難生活
	借地借家法
	

	1993年
	４月28日

６月23日

７月12日
	長崎県雲仙普賢岳噴火で大規模土石流発生、全・半壊369棟、約70㌶埋没

雲仙普賢岳大規模土石流発生、死者１人、焼失・倒壊211棟

北海道奥尻島近辺で北海道南西沖地震発生、死者202人、行方不明28人、負傷者323人、全壊601棟、半壊469棟、焼失189棟、罹災者311人、死者のほとんどが津波によるもの
	
	

	1994年
	10月４日
	北海道で北海道東方沖地震発生、死者15人、負傷者437人、全壊61棟、半壊348棟、浸水265棟
	消防法の一部改正
	

	1995年
	１月17日
	阪神・淡路大震災（兵庫県、大阪府など）死者6,434人（うち559人が焼死）、行方不明３人、負傷者43,792人、全壊104,906棟、半壊144,274棟、全焼7,036棟、半焼96棟、部分焼333棟、避難者約34万人
	阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律

阪神・淡路大震災復興の基本方針及び組織に関する法律

被災市街地復興特別措置法

被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法

地震防災対策特別措置法

建築物の耐震改修の促進に関する法律の制定

災害対策基本法（一部改正）

大規模地震対策特別措置法（一部改正）
	1995年の阪神・淡路大震災に対応

1995年の阪神・淡路大震災に対応
防災基本計画の全面修正

防災とボランティアの日等の創設

	1996年
	５月から
	病原性大腸菌Ｏ－157による食中毒（岡山、岐阜、大阪など）患者１万人、死者11人
	特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律
	

	1997年
	１月２日
	ナホトカ号重油流出事故（島根県、鳥取県、兵庫県、京都府、福井県など）流失重油はＣ重油6,240㎘
	密集市街地における防災地区の整備の促進に関する法律
	1995年の阪神・淡路大震災に対応

	1998年
	８月25日
	台風と停滞前線による那須豪雨（福島県、栃木県など）死者・行方不明25人、負傷者55人、全・半壊486棟、浸水13,927棟
	被災者生活再建支援法

特定非営利活動促進法

感染症の予防及び感染症の患者に関する法律
	1995年の阪神・淡路大震災に対応

	1999年
	６月22日

９月21日

９月30日
	低気圧と前線活動による豪雨・土砂災害（九州から北海道）死者・行方不明40人、負傷者64人、全・半壊等615棟、浸水12,453棟

台風18号による豪雨・洪水など（山口県、広島県など）死者・行方不明36人、負傷者1,077人、全・半壊47,150棟、浸水等23,218棟

茨城県東海村のＪＣＯ核燃料加工施設で臨界事故「レベル４」。死者２人
	原子力災害対策特別措置法

独立行政法人防災科学技術研究所法

独立行政法人放射線医学総合研究所法

民事再生法

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（一部改正）

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（一部改正）
	1999年のＪＣＯ事故に対応

	2000年
	３月31日

９月８日

10月６日
	北海道の有珠山噴火、火山性地震、全壊115戸、避難は6,874世帯。「緊急地震情報」で住民が事前に避難

東海豪雨、台風14号と前線活動による東海豪雨の発生、河川の氾濫・洪水などで死者・行方不明11人、負傷者103人、全・半壊等609棟、浸水70,017棟、名古屋市の37％が浸水

鳥取県西部地震が発生、負傷者182人、全壊435棟、半壊3,101棟
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法

原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法
	1999年の広島豪雨災害に対応

	2001年
	７月21日
	兵庫県の明石市で歩道橋事故、死者11人、負傷者247人
	水防法（一部改正）
	総務省発足

	2002年
	
	
	都市再生特別措置法

土壌汚染対策法

マンションの建替えの円滑化等に関する法律

東南海・南海地震に係る地震防災対策の促進に関する特別措置法

独立行政法人原子力安全基盤機構法

河川法（改正）
	1996年頃の東南海・南海地震説に対応

	2003年
	９月26日
	北海道で十勝沖地震発生、行方不明２人、負傷者849人、全壊116棟、半壊368棟、製油所タンク火災などが特徴
	個人情報保護に関する法律

行政機関の保有する個人情報保護に関する法律

独立行政法人の保有する個人情報保護に関する法律

特定都市河川浸水被害対策法

武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律等（有事関連三法）

水防法（一部改正）
	東海地震対策大綱策定、東南海・南海地震対策大綱策定

2000年の東海豪雨に対応



	2004年


	７月12日

７月17日

８月９日

10月17日

10月23日
	梅雨前線の活発化で新潟・福島豪雨、信濃川水系の河川決壊、死者・行方不明16人、負傷者４人、全壊70戸、被害5,518棟、浸水8,402棟

梅雨前線の活発化で福井豪雨、死者・行方不明５人、負傷者20人、全・半壊等409棟

関西電力美浜発電所３号機蒸気噴出事故、死者５人（原発作業員）

台風23号による豪雨・洪水など、兵庫県円山川決壊、死者・行方不明99人、負傷者704人、全・半壊19,235棟、浸水54,850棟、船舶被害494隻

新潟県中越地震発生、死者68人、負傷者4,795人、全壊3,175棟、半壊13,772棟、避難者10万人超
	日本近海、千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

破産法

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

独立行政法人日本原子力研究開発機構法

有事関連七法

被災者生活再建支援法（一部改正）


	鳥取県西部地震の際の鳥取県の独自制度などに対応

東南海・南海地震防災対策推進基本計画策定

	2005年
	３月20日

４月25日
	福岡県西方沖地震が発生、死者１人、負傷者1,087人、全壊133戸、半壊244戸

尼崎市街地でＪＲ福知山線脱線事故、死者107人、負傷者562人
	原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律

水防法の一部改正

建築物の耐震改修に関する法律（一部改正）
	首都直下型地震対策大綱の策定

兵庫県が被災者住宅再建共済制度の条例化

	2006年
	８月14日

10月４日
	首都圏大規模停電

低気圧と前線、台風16号、17号などで海難・山岳事故など発生、死者・行方不明50人、負傷者57人、全・半壊等1,154棟、浸水1,206棟、船舶被害1,038隻
	住生活基本法

宅地造成等規制法（一部改正）

砂防法（一部改正）
	日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策大綱策定

	2007年
	３月25日

７月16日
	能登半島地震が発生、死者１人、負傷者356人、全壊684棟、半壊1,733棟

新潟県中越沖地震が発生、死者15人、負傷者2,315人、全壊1,331棟、半壊5,709棟、東京電力柏崎刈羽原子力発電所で火災発生
	被災者生活再建支援法（一部改正）
	2007年の能登半島地震、同年の中越沖地震に対応、被災地の需要に合わせる改正

	2008年
	
	
	保険法
	従来の保険である生命保険、損害保険ではない第三分野の保険に関する規定を新設、災害に対しての給付などを予定する

災害復興学会発足

	2010年
	10月20日
	奄美諸島豪雨発生、死者３人、負傷者２人、全壊10棟、半壊479棟、浸水等886棟、島内道路網・通信網が寸断されることによる二次的な被災
	
	

	2011年
	３月11日


	東日本大震災・津波、東京電力福島第一原子力発電所事故発生。東北各県と関東の都県で大規模被災、死者15,882人以上、行方不明者2,668人以上、負傷者6,142人、避難者31万3,329人、全壊128,803戸、半壊269,821戸、船舶被害29,000隻、農地被害21,480㌶、被害額総計16兆9,000億円（2013年３月26日現在「平成23年東北太平洋沖地震について」等）


	平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律

地方税法の一部を改正する法律

東日本大震災による被害を受けた公共土木施設の災害復旧事業等に係る工事の国等による代行に関する法律

東日本大震災により甚大な被害を受けた市街地における建築制限の特例に関する法律

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

平成23年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律

東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律

東日本大震災に伴う海区漁業調整委員会
	

	
	
	
	及び農業委員会の委員の選挙の臨時特例に関する法律

東日本大震災に対処するために必要な財源の確保を図るための特別措置に関する法律

平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律の一部を改正する法律

東日本大震災に伴う地上デジタル放送に係る電波法の特例に関する法律

東日本大震災の被災者に係る一般旅券の発給の特例に関する法律

東日本大震災に対処して金融機関等の経営基盤の充実を図るための金融機能の強化のための特別措置に関する法律及び金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律

農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律の一部を改正する法律

原子力損害賠償支援機構法

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の一部を改正する法律

平成22年度歳入歳出の決算上の剰余金の処理の特例に関する法律

東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律

東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための地方税法及び東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の一部を改正する法律

平成23年東北地方太平洋沖地震等による
	

	
	
	
	災害からの復旧復興に資するための国会議員の歳費の月額の減額特例に関する法律

東日本大震災復興基本法

津波対策の推進に関する法律

東日本大震災に伴う相続の承認又は放棄をすべき期間に係る民法の特例に関する法律

災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律

東日本大震災に伴う地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律の一部を改正する法律

東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法

東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に関する法律

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

平成23年原子力事故による被害に係る緊急措置に関する法律

災害弔慰金の支給等に関する法律及び被災者生活再建支援法の一部を改正する法律

東日本大震災関連義援金に係る差押禁止等に関する法律

国会法の一部を改正する法律

東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法

東日本大震災復興特別区域法

平成23年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律等の一部を改正する法律

東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に
	

	
	
	
	関する法律

東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法

津波防災地域づくりに関する法律

津波防災地域づくりに関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

復興庁設置法

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の一部を改正する法律

地方税法の一部を改正する法律

株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正する法律

東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正する法律

東日本大震災に対処するための平成23年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律の一部を改正する法律

特別会計に関する法律の一部を改正する法律

租税特別措置法等の一部を改正する法律

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律

地方交付税法等の一部を改正する法律

都市再生特別措置法の一部を改正する法律

福島復興再生特別措置法

災害時における石油の供給不足への対処等のための石油の備蓄の確保等に関する法律等の一部を改正する法律

災害対策基本法の一部を改正する法律
	

	
	３月12日

４月７日

８月25日
	長野県北部地震発生、栄村を中心に被災、死者３人、負傷者67人、全壊63棟、半壊334棟、一部損壊2,068棟

東日本大震災の大規模余震発生

台風12号とその後の温帯低気圧による豪雨・洪水など、死者82人、行方不明16人、負傷者113人、洪水による山崩れによってせき止め湖が５カ所発生、そのために避難生活の長期化などの二次災害
	国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律の一部を改正する法律

東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援センターの業務の特例に関する法律

国会議員の歳費及び期末手当の臨時特例に関する法律

過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正する法律

原子力規制委員会設置法

東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律
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